
○札幌市社会保障・税番号制度本人確認措置実施要綱 

（平成２７年１２月２８日 総務局長決裁） 

最近改正 令和２年５月25日  

（目的） 

第１条 この要綱は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律施行規則（平成２６年内閣府・総務省令第３号。以下「規則」とい

う。）に基づき、札幌市が実施する手続に係る個人番号利用事務実施者（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「法」という。）第２条第１２項に規定する個人番号利用事

務実施者をいう。以下同じ。）が適当と認める書類、財務大臣等（規則第１条第

３項に規定する財務大臣等をいう。）が適当と認める事項等、個人番号利用事務

実施者が適当と認める事項、個人番号利用事務実施者が認める場合及び個人番号

利用事務実施者が適当と認める方法（以下「個人番号利用事務実施者が適当と認

める書類等」という。）を定めることを目的とする。 

（範囲） 

第２条 この要綱で個人番号利用事務実施者が適当と認める書類等を定める個人

番号利用事務は、別表１のとおりとする。 

（個人番号利用事務実施者が適当と認める書類等） 

第３条 別表２第１欄に掲げる規定の同表第２欄に掲げる内容に関して、個人番

号利用事務実施者が適当と認める書類等を同表第３欄に掲げるとおり定める。た

だし、同表第２欄第３項、第９項、第１０項、第１８項、第１９項及び第２０項

の適用は、別表１第８項の事務に限る。 

  なお、通知カードについては、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関

係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続等

における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年

法律第１６号。以下「デジタル手続法」という。）施行後、次の各号のいずれか

に該当する場合において、デジタル手続法で設けられている通知カード廃止に関

する経過措置の規定に基づき、本人確認書類として利用可能とする。 

 一 通知カードの記載事項（氏名、住所、生年月日、性別、個人番号）の変更を

行うべき事由が発生しておらず、記載事項に変更がない場合。 

 二 デジタル手続法施行日前までに改姓や転居等により記載事項に変更があった

が、デジタル手続法施行日前までに変更手続がとられており、デジタル手続法

施行日以後変更を行うべき事由が発生していない場合。 

２ デジタル手続法の施行日以後、通知カードに代わり個人番号を通知する個

人番号通知書は、法上の番号確認書類や身元確認書類として利用することは

できない。 
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附 則 

 この要綱は、平成28年１月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

  附 則  

この要綱は、令和２年５月25日から施行する。 
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別表１ 

１ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）による里親の認定、小児慢

性特定疾病医療費、療育の給付、障害児入所給付費若しくは障害児入

所医療費の支給又は負担能力の認定に関する事務 

２ 児童福祉法による障害児通所給付費、特例障害児通所給付費、高額障

害児通所給付費、肢体不自由児通所医療費、障害児相談支援給付費又

は特例障害児相談支援給付費の支給、障害福祉サービスの提供、保育

所における保育の実施又は措置に関する事務 

３ 児童福祉法による助産施設における助産の実施又は母子生活支援施設

における保護の実施に関する事務 

４ 予防接種法（昭和２３年法律第６８号）による予防接種の実施、給付

の支給又は実費の徴収に関する事務 

５ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）による身体障害者手

帳の交付に関する事務 

６ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）による診察、入院措置、費用の徴収、退院等の請求又は精神障害

者保健福祉手帳の交付に関する事務 

７ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護の決定及び実

施、就労自立給付金の支給、保護に要する費用の返還又は徴収金の徴

収に関する事務 

８ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）その他の地方税に関する法律

及びこれらの法律に基づく条例による地方税の賦課徴収又は地方税に

関する調査（犯則事件の調査を含む。）に関する事務 

９ 公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）による公営住宅の管理に関

する事務 

10 戦傷病者戦没者遺族等援護法（昭和２７年法律第１２７号）による援

護に関する事務 

11 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による保険給付の支給

又は保険料の徴収に関する事務 

12 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）による年金である給付若し

くは一時金の支給、保険料その他徴収金の徴収、基金の設立の認可又

は加入員の資格の取得及び喪失に関する事項の届出に関する事務  

13 住宅地区改良法（昭和３５年法律第８４号）による改良住宅の管理若

しくは家賃若しくは敷金の決定若しくは変更又は収入超過者に対する

措置に関する事務 

14 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）による児童扶養手当の

支給に関する事務 

15 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和３８年法律第６１号）

による特別給付金の支給に関する事務 

16 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）による福祉の措置又は費用

の徴収に関する事務 

17 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）による援護に関す

る事務 

18 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）による
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資金の貸付けに関する事務 

19 母子及び父子並びに寡婦福祉法による配偶者のない者で現に児童を扶

養しているもの又は寡婦についての便宜の供与に関する事務  

20 母子及び父子並びに寡婦福祉法による給付金の支給に関する事務 

21 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４

号）による特別児童扶養手当の支給に関する事務 

22 特別児童扶養手当等の支給に関する法律による障害児福祉手当若しく

は特別障害者手当又は国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０

年法律第３４号）附則第９７条第１項の福祉手当の支給に関する事務 

23 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和４０年法律第１００

号）による特別弔慰金の支給に関する事務 

24 母子保健法（昭和４０年法律第１４１号）による養育医療の給付若し

くは養育医療に要する費用の支給又は費用の徴収に関する事務 

25 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和４１年法律第１０９

号）による特別給付金の支給に関する事務  

26 戦没者の父母等に対する特別給付金支給法（昭和４２年法律第５７

号）による特別給付金の支給に関する事務  

27 児童手当法（昭和４６年法律第７３号）による児童手当又は特例給付

（同法附則第２条第１項に規定する給付をいう。）の支給に関する事

務 

28 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）による

後期高齢者医療給付の支給又は保険料の徴収に関する事務 

29 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人

等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）による支援給付又は配偶者支援金の支給に関する事務  

30 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による保険給付の支給又は保

険料の徴収に関する事務  

31 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０

年法律第１１４号）による入院の勧告若しくは措置、費用の負担又は

療養費の支給に関する事務 

31の２ 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律（平成16年法

律第166号）による支給に関する事務 

32 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）による自立支援給付の支給又は地域生活支援

事業の実施に関する事務 

33 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）による子どものた

めの教育・保育給付の支給又は地域子ども・子育て支援事業の実施に

関する事務  

33の２ 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）

による特定医療費の支給に関する事務 

34 生活に困窮する外国人に対する保護の決定及び実施、就労自立給付金

の支給、保護に要する費用の返還又は徴収金の徴収に関する事務 

35 札幌市社会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービス

に係る利用者負担額減額措置事業の実施に関する事務 
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36 札幌市要介護認定等情報提供事業の実施に関する事務 

37 札幌市子どもの補聴器購入費等助成事業の実施に関する事務 

38 札幌市療育手帳交付事業の実施に関する事務 
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別表２ 

第１欄 第２欄 第３欄 

規 則 第

１ 条 第

１ 項 第

２号 

１ 官公署から発行され、又

は発給された書類その他

これに類する書類であっ

て、通知カードに記載さ

れた氏名及び出生の年月

日又は住所（以下「個人

識別事項」という。）が

記載され、かつ、写真の

表示その他の当該書類に

施された措置によって、

当該書類の提示を行う者

が当該個人識別事項によ

り識別される特定の個人

と同一の者であることを

確認することができるも

のとして個人番号利用事

務実施者が適当と認める

もの  

1-1 本人の写真の表示のある身分

証明書等（学生証又は法人若

しくは官公署が発行した身分

証明書若しくは資格証明書等

をいう。以下同じ。）で、個

人識別事項の記載があるもの

（提示時において有効なもの

に限る。以下「写真付身分証

明書等」という。） 

1-2 戦傷病者手帳その他官公署か

ら発行又は発給をされた本人

の写真の表示のある書類で、

個人識別事項の記載があるも

の（提示時において有効なも

のに限る。以下「写真付公的

書類」という。） 

1-3 個人番号利用事務等実施者が

個人識別事項を印字した上で

本人に交付又は送付した書類

で、当該個人番号利用事務等

実施者に対して当該書類を使

用して提出する場合における

当該書類 

1-4 官公署又は個人番号利用事務

等実施者が個人識別事項を印

字した上で本人に交付又は送

付した書類で、個人番号利用

事務等実施者に対して、申告

書又は申請書等と併せて提示

又は提出する場合の当該書類

規 則 第

１ 条 第

１ 項 第

３号ロ 

2 官公署又は個人番号利用

事務実施者若しくは個人

番号関係事務実施者（以

下「個人番号利用事務等

実施者」という。）から

発行され、又は発給され

2-1 本人の写真の表示のない身分

証明書等で、個人識別事項の

記載があるもの（提示時にお

いて有効なものに限る。以下

「写真なし身分証明書等」と

いう。） 
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た書類その他これに類す

る書類であって個人番号

利用事務実施者が適当と

認めるもの（通知カード

に記載された個人識別事

項の記載があるものに限

る。） 

2-2 地方税若しくは国税の領収証

書、納税証明書又は社会保険

料若しくは公共料金の領収証

書で領収日付の押印又は発行

年月日及び個人識別事項の記

載があるもの（提示時におい

て領収日付又は発行年月日が

６か月以内のものに限る。以

下「地方税等の領収証書等」

という。） 

2-3 印鑑登録証明書、戸籍の附票

の写しその他官公署から発行

又は発給をされた本人の写真

の表示のない書類（これらに

類するものを含む。）で、個

人識別事項の記載があるもの

（提示時において有効なもの

又は発行若しくは発給された

日から６か月以内のものに限

る。以下「写真なし公的書

類」という。） 

2-4 個人番号利用事務等実施者が

本人に対して交付した書類で

個人識別事項の記載があるも

の（以下「本人交付用書類」

という。） 

規 則 第

１ 条 第

３ 項 第

５号 

3 過去に法第１６条の規定

により本人確認の措置を

講じた上で受理している

申告書等に記載されてい

る純損失の金額、雑損失

の金額その他当該提供を

行う者が当該提供に係る

申告書等を作成するに当

たって必要となる事項又

は考慮すべき事情（以下

「事項等」という。）で

あって財務大臣等が適当

と認める事項等 

3-1 修正申告書に記載された修正

申告直前の課税標準額若しく

は税額等又は更正の請求書に

記載された更正の請求直前の

課税標準額若しくは税額等そ

の他これに類する事項 

規 則 第

２ 条 第

4 官公署から発行され、又

は発給された書類その他

4-1 写真付身分証明書等 

4-2 写真付公的書類 
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２号 これに類する書類であっ

て、行政手続における特

定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する

法律施行令（平成２６年

政令第１５５号。以下

「令」という。）第１２

条第１項第１号に掲げる

書類に記載された個人識

別事項が記載され、か

つ、写真の表示その他の

当該書類に施された措置

によって、当該書類の提

示を行う者が当該個人識

別事項により識別される

特定の個人と同一の者で

あることを確認すること

ができるものとして個人

番号利用事務実施者が適

当と認めるもの 

4-3 個人番号利用事務等実施者が

個人識別事項を印字した上で

本人に交付又は送付した書類

で、当該個人番号利用事務等

実施者に対して当該書類を使

用して提出する場合における

当該書類 

4-4 官公署又は個人番号利用事務

等実施者が個人識別事項を印

字した上で本人に交付又は送

付した書類で、個人番号利用

事務等実施者に対して、申告

書又は申請書等と併せて提示

又は提出する場合の当該書類

規 則 第

３ 条 第

１ 項 第

６号 

5 官公署又は個人番号利用

事務等実施者から発行さ

れ、又は発給された書類

その他これに類する書類

であって個人番号利用事

務実施者が適当と認める

もの（法第２条第５項に

規定する個人番号（以下

「個人番号」という。）

の提供を行う者の個人番

号及び個人識別事項の記

載があるものに限る。） 

5-1 官公署又は個人番号利用事務

等実施者が発行又は発給をし

た書類で個人番号及び個人識

別事項の記載があるもの 

5-2 法の規定による通知カード及

び個人番号カード並びに情報

提供ネットワークシステムに

よる特定個人情報の提供等に

関する省令（平成２６年総務

省令第８５号）第１５条の規

定により還付された通知カー

ド（以下「還付された通知カ

ード」という。）又は同省令

第３２条第１項の規定により

還付された個人番号カード

（以下「還付された個人番号

カード」という。） 

規 則 第

３ 条 第

２ 項 第

２号 

6 官公署又は個人番号利用

事務等実施者から発行さ

れ、又は発給された書類

その他これに類する書類

であって個人番号利用事

務実施者が適当と認める

もの 

6-1 写真なし身分証明書等 

6-2 地方税等の領収証書等 

6-3 写真なし公的書類 

6-4 本人交付用書類 
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規 則 第

３ 条 第

４項 

7 本人しか知り得ない事項

その他の個人番号利用事

務実施者が適当と認める

事項 

7-1 個人番号利用事務等実施者に

より各人別に付された番号、

本人との取引や給付等を行う

場合において使用している金

融機関の口座番号（本人名義

に限る。）、証券番号、直近

の取引年月日等の取引固有の

情報等のうちの複数の事項 

規 則 第

３ 条 第

５項 

8 本人から個人番号の提供

を受ける場合であって、

その者と雇用関係にある

ことその他の事情を勘案

し、その者が通知カード

若しくは令第１２条第１

項第１号 に掲げる書類に

記載されている個人識別

事項又は規則第１項各号

に掲げる措置により確認

される個人識別事項によ

り識別される特定の個人

と同一の者であることが

明らかであると個人番号

利用事務実施者が認める

場合 

8-1 雇用契約成立時等に本人であ

ることの確認を行っている雇

用関係その他これに準ずる関

係にある者であって、知覚す

ること等により、個人番号の

提供を行う者が通知カード若

しくは令第１２条第１項第１

号に掲げる書類に記載されて

いる個人識別事項又は規則第

３条第１項各号に掲げる措置

により確認される個人識別事

項により識別される特定の個

人と同一の者であること（以

下「個人番号の提供を行う者

が 本 人 で あ る こ と 」 と い

う。）が明らかな場合 

8-2 民法に規定する扶養義務者そ

の他の親族（以下「扶養親族

等」という。）であって、知

覚すること等により、個人番

号の提供を行う者が本人であ

ることが明らかな場合 

8-3 過去に本人であることの確認

を行っている同一の者から継

続して個人番号の提供を受け

る場合で、知覚すること等に

より、個人番号の提供を行う

者が本人であることが明らか

な場合 

規 則 第

４ 条 第

２ 号 ロ

前段 

9 官公署若しくは個人番号

利用事務等実施者から発

行され、若しくは発給さ

れた書類その他これに類

9-1 個人番号カード又は通知カー

ド 

9-2 還付された個人番号カード又

は還付された通知カード 
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する書類であって個人番

号利用事務実施者が適当

と認めるもの（当該提供

を行う者の個人番号及び

個人識別事項が記載され

ているものに限る。） 

9-3 住民基本台帳法（昭和４２年

法律第８１号）第１２条第１

項に規定する住民票の写し又

は住民票記載事項証明書（以

下「住民票の写し又は住民票

記載事項証明書」という。）

であって、氏名、出生の年月

日、男女の別、住所及び個人

番号が記載されたもの 

9-4 官公署又は個人番号利用事務

等実施者が発行又は発給をし

た書類で個人番号及び個人識

別事項の記載があるもの 

規 則 第

４ 条 第

２号ニ 

10 個人番号利用事務実施者

が適当と認める方法 

10-1 地方税手続電子証明書（地方

税法施行規則（昭和２９年総

理府令第２３号）第２４条の

３９第７項第２号に規定する

電子証明書（同号イに該当す

るものを除く。）をいう。）

及び当該地方税手続電子証明

書により確認される電子署名

（電子署名及び認証業務に関

する法律（平成１２年法律第

１０２号）第２条第１項に規

定する電子署名をいう。以下

「電子署名」という。）が行

われた当該提供に係る情報の

送信を受けること（個人番号

利用事務実施者が提供を受け

る場合に限る。） 

10-2 民間電子証明書（電子署名及

び認証業務に関する法律（平

成１２年法律第１０２号。以

下「電子署名法」という。）

第４条第１項に規定する認定

を受けた者が発行し、かつ、

その認定に係る業務の用に供

する電子証明書（個人識別事

項 の 記 録 の あ る も の に 限

る。）をいう。）及び当該民

間電子証明書により確認され

る電子署名が行われた当該提

供に係る情報の送信を受ける

こと（個人番号関係事務実施

者が提供を受ける場合に限
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る。） 

10-3 個人番号関係事務実施者が本

人であることの確認を行った

上で本人に対して一に限り発

行する識別符号及び暗証符号

等により認証する方法 

規 則 第

６ 条 第

１ 項 第

３号 

11 官公署又は個人番号利用

事務等実施者から本人に

対し一に限り発行され、

又は発給された書類その

他の本人の代理人として

個人番号の提供をするこ

とを証明するものとして

個人番号利用事務実施者

が適当と認める書類 

11-1 本人の署名及び押印並びに代

理人の個人識別事項の記載及

び押印があるもの（税理士法

（昭和２６年法律第２３７

号）第２条第１項の事務を行

う者から個人番号の提供を受

ける場合を除く。） 

11-2 個人番号カード、運転免許

証、旅券その他官公署又は個

人番号利用事務等実施者から

本人に対し一に限り発行さ

れ、又は発給をされた書類そ

の他これに類する書類であっ

て、個人識別事項の記載があ

るもの（提示時において有効

なものに限り、税理士法第２

条第１項の事務を行う者から

個人番号の提供を受ける場合

を除く。） 

規 則 第

７ 条 第

１ 項 第

２号 

12 官公署から発行され、又

は発給された書類その他

これに類する書類であっ

て、令第１２条第２項第

１号に掲げる書類に記載

された個人識別事項が記

載され、かつ、写真の表

示その他の当該書類に施

された措置によって、当

該書類の提示を行う者が

当該個人識別事項により

識別される特定の個人と

同一の者であることを確

認することができるもの

として個人番号利用事務

実施者が適当と認めるも

の 

12-1 写真付身分証明書等 

12-2 写真付公的書類 
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規 則 第

７ 条 第

２項 

13 登記事項証明書その他の

官公署から発行され、又

は発給された書類及び現

に個人番号の提供を行う

者と当該法人との関係を

証する書類その他これら

に類する書類であって個

人番号利用事務実施者が

適当と認めるもの（当該

法人の商号又は名称及び

本店又は主たる事務所の

所在地の記載があるもの

に限る。） 

13-1 登記事項証明書、印鑑登録証

明書その他の官公署から発行

又は発給をされた書類その他

これに類する書類であって、

当該法人の商号又は名称及び

本店又は主たる事務所の所在

地の記載があるもの（提示時

において有効なもの又は発行

若しくは発給をされた日から

６か月以内のものに限る。以

下「登記事項証明書等」とい

う。）並びに社員証等、現に

個人番号の提供を行う者と当

該法人との関係を証する書類

（ 以 下 「 社 員 証 等 」 と い

う。） 

13-2 国税等の領収証書等（当該法

人の商号又は名称及び本店又

は主たる事務所の所在地の記

載があるもので、提示時にお

いて領収日付又は発行年月日

が６か月以内のものに限る。

以下「法人に係る国税等の領

収証書等」という。）及び社

員証等 

規 則 第

９ 条 第

１ 項 第

２号 

14 官公署又は個人番号利用

事務等実施者から発行さ

れ、又は発給された書類

その他これに類する書類

であって個人番号利用事

務実施者が適当と認める

もの 

14-1 写真なし身分証明書等 

14-2 地方税等の領収証書等 

14-3 写真なし公的書類 

14-4 本人交付用書類 

規 則 第

９ 条 第

３項 

15 本人及び代理人しか知り

得ない事項その他の個人

番号利用事務実施者が適

当と認める事項 

15-1 本人と代理人の関係及び個人

番号利用事務等実施者により

各人別に付された番号、本人

との取引や給付等を行う場合

において使用している金融機

関の口座番号（本人名義に限

る。）、証券番号、直近の取

引年月日等の取引固有の情報

等のうちの複数の事項 
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規 則 第

９ 条 第

４項 

16 令第１２条第２項第１号

に掲げる書類に記載され

ている個人識別事項によ

り識別される特定の個人

と同一の者であることが

明らかであると個人番号

利用事務実施者が認める

場合 

16-1 雇用契約成立時等に本人であ

ることの確認を行っている雇

用関係その他これに準ずる関

係にある者であって、知覚す

ること等により、本人の代理

人として個人番号を提供する

者が令第１２条第２項第１号

に掲げる書類に記載されてい

る個人識別事項により識別さ

れる特定の個人と同一の者で

あること（以下「個人番号の

提供を行う者が本人の代理人

であること」という。）が明

らかな場合 

16-2 扶養親族等であって、知覚す

ること等により、個人番号の

提供を行う者が本人の代理人

であることが明らかな場合 

16-3 過去に本人であることの確認

を行っている同一の者から継

続して個人番号の提供を受け

る場合で知覚すること等によ

り、個人番号の提供を行う者

が本人の代理人であることが

明らかな場合 

16-4 代理人が法人であって、過去

に個人番号利用事務等実施者

に対し規則第７条第２項に定

める書類の提示を行っている

こと等により、個人番号の提

供を行う者が本人の代理人で

あることが明らかな場合 

規 則 第

９ 条 第

５ 項 第

６号 

17 官公署又は個人番号利用

事務等実施者から発行さ

れ、又は発給された書類

その他これに類する書類

であって個人番号利用事

務実施者が適当と認める

もの（本人の個人番号及

び個人識別事項の記載が

あるものに限る。） 

17-1 官公署又は個人番号利用事務

等実施者が発行又は発給をし

た書類で個人番号及び個人識

別事項の記載があるもの 

17-2 還付された個人番号カード又

は還付された通知カード 

規則第1

0条第１

号 

18 本人及び代理人の個人識

別事項並びに本人の代理

人として個人番号の提供

を行うことを証明する情

18-1 本人及び代理人の個人識別事

項並びに本人の代理人として

個人番号の提供を行うことを

証明する情報の送信を受ける
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報の送信を受けることそ

の他の個人番号利用事務

実施者が適当と認める方

法 

こと 

18-2 地方税法第７６２条第１項に

規定する地方税関係手続用電

子情報処理組織（以下「地方

税ポータルシステム」とい

う。）から本人に通知した識

別符号を入力して、当該提供

に係る情報の送信を受けるこ

と 

規則第1

0条第２

号 

19 代理人に係る署名用電子

証明書（電子署名等に係

る地方公共団体情報シス

テム機構の認証業務に関

する法律（平成１４年法

律第１５３号。以下「公

的 個 人 認 証 法 」 と い

う。）第３条第１項に規

定する署名用電子証明書

をいう。）及び当該署名

用電子証明書により確認

される電子署名が行われ

た当該提供に係る情報の

送信を受けることその他

の個人番号利用事務実施

者が適当と認める方法 

19-1 代理人に係る署名用電子証明

書及び当該署名用電子証明書

により確認される電子署名が

行われた当該提供に係る情報

の送信を受けること（公的個

人認証法第１７条第４項に規

定する署名検証者又は同条第

５項に規定する署名確認者が

個人番号の提供を受ける場合

に限る。） 

19-2 代理人に係る地方税手続電子

証明書及び当該地方税手続電

子証明書により確認される電

子署名が行われた当該提供に

係る情報の送信を受けること

（個人番号利用事務実施者が

提供を受ける場合に限る。）

19-3 代理人に係る民間電子証明書

及び当該民間電子証明書によ

り確認される電子署名が行わ

れた当該提供に係る情報の送

信を受けること（個人番号関

係事務実施者が提供を受ける

場合に限る。） 

19-4 代理人が法人である場合に

は、商業登記法（昭和３８年

法律第１２５号）第１２条の

２第１項及び第３項の規定に

基づき登記官が作成した電子

証明書並びに当該電子証明書

により確認される電子署名が

行われた当該提供に係る情報

の送信を受けること（個人番

号関係事務実施者が提供を受

ける場合に限る。） 
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19-5 個人番号関係事務実施者が本

人であることの確認を行った

上で代理人に対して一に限り

発行する識別符号及び暗証符

号等により認証する方法 

19-6 本人の代理人（当該代理人が

税理士法第４８条の２に規定

する税理士法人又は同法第５

１条第３項の規定により通知

している弁護士法人（以下

「税理士法人等」という。）

の場合に限る。）に所属する

税理士又は同法第５１条第１

項の規定により通知している

弁護士（以下「税理士等」と

いう。）から個人番号の提供

を受ける場合には、当該税理

士等に係る署名用電子証明書

及び当該署名用電子証明書に

より確認される電子署名が行

われた当該提供に係る情報

を、地方税ポータルシステム

から当該代理人又は当該税理

士等に通知した識別符号及び

暗証符号を入力して送信を受

ける方法（同法第２条第１項

の事務に関し提供を受ける場

合に限る。） 

19-7 本人の代理人（当該代理人が

税 理 士 法 人 等 の 場 合 に 限

る。）に所属する税理士等か

ら個人番号の提供を受ける場

合には、当該税理士等に係る

地方税手続電子証明書及び当

該地方税手続電子証明書によ

り確認される電子署名が行わ

れた当該提供に係る情報を、

地方税ポータルシステムから

当該代理人又は当該税理士等

に通知した識別符号及び暗証

符号を入力して送信を受ける

方法（同法第２条第１項の事

務に関し提供を受ける場合に

限る。） 
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規則第1

0条第３

号 ロ 前

段 

20 官公署若しくは個人番号

利用事務等実施者から発

行され、若しくは発給さ

れた書類その他これに類

する書類であって個人番

号利用事務実施者が適当

と認めるもの（本人の個

人番号及び個人識別事項

の記載があるものに限

る。） 

20-1 本人の個人番号カード又は通

知カード 

20-2 本人の還付された個人番号カ

ード又は還付された通知カー

ド 

20-3 本人の住民票の写し又は住民

票記載事項証明書であって、

氏名、出生の年月日、男女の

別、住所及び個人番号が記載

されたもの 

20-4 官公署又は個人番号利用事務

等実施者が発行又は発給をし

た書類で個人番号及び個人識

別事項の記載があるもの 


